2017年8月21～23日　①　23日10時現在
憲法（改憲）、ＦＮＮ･フジ世論調査
自民党　事務総長に根本氏　憲法改正推進本部　会合は延期
毎日新聞2017年8月22日 19時22分(最終更新 8月22日 19時22分)
　自民党は２２日の総務会で、党憲法改正推進本部の保岡興治本部長を続投させる人事を決定した。新設する事務総長に根本匠元復興相を充てることも内定。他の役員は固まらず、９条改正を巡って２９日に再開する予定だった全体会合は延期する。 
　３日の内閣改造に伴い、党改憲案の取りまとめ役だった上川陽子前事務局長と西村… 
改憲本部長、保岡氏留任　行革本部長に細田氏　自民党 
日経新聞2017/8/22 23:53
　自民党は22日の総務会で、本部長や政務調査会の部会長などの人事を決めた。保岡興治憲法改正推進本部長が留任し、行政改革推進本部長には細田博之前総務会長を起用した。農林部会長には野村哲郎元参院農林水産委員長、経済産業部会長には城内実元外務副大臣が就任した。
　選挙対策委員会では、委員長代理に林幹雄幹事長代理、筆頭副委員長に萩生田光一幹事長代行がそれぞれ就いた。情報調査局長には城内実氏を充てた。その他の部会長と主な本部長人事は以下の通り。（敬称略）
　【部会長】内閣第1＝永岡桂子▽内閣第2＝石原宏高▽国防＝若宮健嗣▽総務＝赤間二郎▽法務＝中西健治▽外交＝阿達雅志▽財務金融＝義家弘介▽文部科学＝赤池誠章▽厚生労働＝橋本岳▽水産＝江島潔▽国土交通＝盛山正仁▽環境＝北村茂男
　【本部長】道州制推進＝根本匠▽日本経済再生＝岸田文雄▽教育再生実行＝馳浩▽一億総活躍推進＝浜田靖一▽農林水産業・地域の活力創造＝中谷元
行革本部長に細田氏＝萩生田氏、選対筆頭副を兼任－自民
　自民党は２２日の総務会で、河野太郎外相が務めていた行政改革推進本部長の後任に細田博之前総務会長を充て、憲法改正推進本部長の保岡興治氏を留任させるなどの本部長人事を決定した。林幹雄幹事長代理に選対委員長代理、萩生田光一幹事長代行に選対筆頭副委員長をそれぞれ兼任させることも決めた。（時事通信2017/08/22-15:24）
改正本部長が続投　党政調人事が決定
　自民党は２２日の総務会で、保岡興治憲法改正推進本部長を続投させるなどの人事を了承した。政務調査会の経済産業部会長に城内実元外務副大臣を充てるなどの部会長人事も正式に決めた。他の部会長は次の通り。（敬称略）
　内閣第１　永岡桂子▽内閣第２　石原宏高▽国防　若宮健嗣▽総務　赤間二郎▽法務　中西健治（参）▽外交　阿達雅志（参）▽財務金融　義家弘介▽文部科学　赤池誠章（参）▽厚生労働　橋本岳▽農林　野村哲郎（参）▽水産　江島潔（参）▽国土交通　盛山正仁▽環境　北村茂男
産経新聞2017.8.21 14:34更新 
【民進党代表選】憲法改正論議めぐり　枝野幸男氏「安保法制で憲法違反部分を消さなければ議論の余地なし」　前原誠司氏「しっかり憲法議論は行う」

前原誠司氏（左）と枝野幸男氏 
　民進党の枝野幸男元官房長官は２１日午後の代表選共同記者会見で、憲法９条を改正し、自衛隊の存在を明記するとの安倍晋三首相の提案をめぐり、平成２７年に成立した安全保障関連法と憲法の解釈変更が立憲主義を破壊しているとして「いま９条（改正）に手を付ければそれを事後的に認めることになる。安保法制で憲法違反の部分を消さなければ、９条について議論の余地はない」と述べた。
　前原誠司元外相は「安倍政権のもとでの憲法改正に反対というのでは、国民の理解を得られない。野党第一党として、政権を目指す政党として、しっかり憲法の議論は行っていく」と述べた。
　ただ、安倍首相が平成３２（２０２０）年の新憲法施行に言及したことに対しては「拙速なスケジュール、安倍首相の実績づくりにくみするつもりはない」と語った。
産経新聞017.8.22 01:00更新 
【憲法７６条の壁・軍法会議なき自衛隊（上）】“素人”裁判　国防が「殺人罪」　一般法廷　軍事的知識なく…「これでは戦えない」

イラク人道復興支援活動に参加した自衛隊員にとっても、不安の種の１つは軍法会議の不在だった（頼光和弘撮影） 
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軍人・自衛官をめぐる主な司法制度
　「おまえはバカか！　撃たれるぞ！」
　イラク人道復興支援活動への派遣を間近に控え、陸上自衛隊部隊の指揮を執った１等陸佐の佐藤正久（現外務副大臣）は、北海道大演習場（千歳市など）で怒声を飛ばした。武装勢力に銃撃されて応戦するとの想定にもかかわらず、脇目もふらずに映像を撮り続ける隊員を見とがめたのだ。
　平成１６年１月から陸自部隊を派遣したイラクについて、当時首相の小泉純一郎らは「非戦闘地域」と説明したが、隊員が戦闘に巻き込まれるリスクは従来の国連平和維持活動（ＰＫＯ）とは比べものにならない。隊員がビデオカメラを回し続けたのは、殺傷が発生した場合に正当性を証明するためだった。
　佐藤は「自衛隊は何とか証拠を残すことにこだわる。ほかの国はこだわらない。軍法会議があるし、そんなことしていたら殺（や）られてしまうからだ」と振り返る。海外に派遣された自衛隊が戦闘員を含めて殺傷した例はないが、これも「一発を撃たないために、他国より厳しい武器使用基準を採用している」からだ。
　　　×　×　×
　自衛官は有事となれば、命令に従い戦闘行為に従事する。国内法や戦時国際法で定められた要件を満たしていれば、敵国兵士を殺傷しても殺人罪や傷害罪に問われることはない。
　しかし、要件を満たしていなければ罪に問われることになり、現行制度では一般裁判所の裁判官が判断することになる。「軍事の素人にちゃんと判断できるのか。これでは怖くて戦うことができない」。ある航空自衛隊幹部はこう打ち明ける。
　現実に目を向ければ、核・ミサイル開発を進める北朝鮮をめぐり、緊迫した情勢が続いている。トランプ米政権は軍事的選択肢を排除しておらず、朝鮮半島有事が発生する可能性は否定できない。
　仮に米軍と北朝鮮が戦火を交えれば、北朝鮮からボートピープルが日本に押し寄せる事態が想定される。この中に武装工作員が紛れ込んでいれば、海上保安庁や海上自衛隊が対処に当たるが、武装工作船と間違えて避難民が乗ったボートを撃沈すればどうなるか。
　非戦闘員の殺害は戦時国際法に反する。だが、日本にはこれを裁く軍法会議も軍刑法もない。市民団体などが「殺人罪」で告発すれば、自衛官は一般裁判所の法廷に立たされかねない。
　　　　×　×　×
　国を守るため、あるいは海外での人道支援のために働く自衛官が命令で行った行為が「殺人罪」に問われかねない。しかも、その罪を裁くのは、必ずしも軍事的知識を備えているとはいえない裁判官だ。そんな不条理が存在する一因が憲法７６条２項だ。
「特別裁判所は、これを設置することができない。行政機関は、終審として裁判を行うことができない」
　発足から６０年以上がたつ自衛隊だが、この規定が原因となり、これまで政府内や国会審議の場で軍法会議の設置や軍法の整備が議論されることはほとんどなかった。
　　　×　×　×
　イラク人道復興支援活動の第１次派遣部隊に参加した隊員の間では、冗談ともつかぬ会話が交わされていた。
　「おれたちが訴えられたら旭川地裁で裁かれることになるのかなあ…」
　同隊は北海道旭川市に拠点を置く陸上自衛隊第２師団を中心に編成されていた。軍法会議があれば派遣地域で裁判を受けることもできるが、現行制度は日本に戻らなければならない。
　加えて一般裁判所では審理に時間がかかる。証拠保全のため装備が押収され、指揮官を含む部隊関係者が証人として出廷を余儀なくされる事態も想定される。イラクに派遣された隊員が心配したのは、自身に降りかかるかもしれない裁きだけではなく、部隊の円滑な任務遂行が妨げられる事態でもあった。
　ソマリア沖・アデン湾での海賊を取り締まるため２１年６月に成立した海賊対処法をめぐっても、軍法会議の不在は政府内に不協和音を引き起こした。
　自衛艦に乗る海上保安庁の係官が逮捕した海賊を日本が裁く場合、刑事訴訟法に基づき４８時間以内に送検しなければならない。日本は現地で軍法会議を開くことはできず、遠く離れた日本に容疑者を送り届ける必要がある。法務省は「アデン湾からの送検は無理」と主張し、法案に反対した。
　結局は刑訴法の例外規定で送検までの時間を延長できることで落ち着いた。だが、逮捕した海賊を日本で裁いたケースは、２３年３月に発生した商船三井タンカー襲撃事件の１件にとどまっている。
　　　×　×　×
　戦後長らく、自衛隊の活動は災害派遣など国内に限定されていた。冷戦終結後、自衛隊は国連平和維持活動（ＰＫＯ）やイラクでの人道復興支援活動などで世界各地に展開するようになった。
　しかし、自衛隊に関する司法制度に関しては、自衛隊発足以来変わらず、一般裁判所で裁判が行われることになっている。防衛研究所主任研究官、奥平穣治は「危害許容要件の判断など、軍事事件には専門性が必要になる。軍事的素養がない裁判官が判断できるのか」と疑問を呈する。
　軍事事件の裁判に当たっては、武器の使用、部隊の運用、自衛隊の派遣先の地勢など特殊な専門知識を背景としなければならない。徴兵制も戦争経験もない戦後日本では国民一般に軍事知識が十分に普及しておらず、裁判官もこの制約から自由とはかぎらない。
　一方、軍法会議を持つ米国では裁判官、検察官には軍法務官が充てられる。英国の軍法会議も、たとえば被告人が将校となる事件の審理を担当する「高等軍法会議」では５人以上の将校と法務官が裁判官となる。法務官は弁護士資格を持つ軍人だ。法律の知識だけでなく、軍事的経験も兼ね備えることで軍に特有の事件について的確な判断を下すことが期待されている。
　　　×　×　×
　軍法と軍法会議の不在に伴う弊害は、平時においても実例がある。
　２０年２月、海上自衛隊のイージス艦「あたご」が千葉県の野島崎沖で漁船と衝突する事故が発生した。この際、業務上過失致死罪などで起訴されたのは、当直だった水雷長と航海長だった。２人は最終的に無罪判決が確定したが、あたご艦長は自衛隊法に基づく懲戒処分を受けたものの起訴されることはなかった。
　米軍で同じような事故が発生すればどうなるか。１３年２月、愛媛県立宇和島水産高校の実習船えひめ丸が米原子力潜水艦に衝突され９人が死亡した事故では、原潜艦長らが査問会議にかけられ、名誉除隊に追い込まれた。指揮官が責任を負うのが、軍事組織の常識だ。
　元海将の伊藤俊幸は「艦長が何ら罪を問われない状態は軍事組織としてはありえない」と指摘する。戦う組織にとって、指揮官の命令が隊員に徹底されることは不可欠だ。伊藤は「いざというときに責任を取れない艦長に、なぜ偉そうに命令されなければならないのか、ということになる」と警鐘を鳴らす。
　イラク人道復興支援活動や海賊対処活動など、これまで自衛隊が初めてとなる活動を行う際、軍法会議の必要性は一部の政府関係者の間で意識されてきた。とはいえ、実際に設置に向けた動きが具体化したことはない。
　常に壁となったのは、特別裁判所の設置を禁じる憲法７６条２項の存在だ。安保法制が整備されても、司法制度に関しては「戦う組織」としての体制が伴っていないのが実態といえる。（敬称略）
産経新聞2017.8.23 01:00更新 
【憲法７６条の壁・軍法会議なき自衛隊（中）】守れぬ規律と情報　有事の敵前逃亡「懲役７年」の実力組織
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　自衛隊に軍法会議と軍法が必要だとする議論は少数ながらあった。だが、ひとたび軍法会議の必要性を口にすれば、激しい反対に遭うことになる。
　「死刑がある国なら死刑、無期懲役なら無期懲役、懲役３００年なら３００年。そんな目に遭うぐらいだったら出動命令に従おうとなる。人間性の本質から目を背けちゃいけない」
　元防衛相の石破茂は自民党幹事長時代の平成２５年４月、ＢＳ番組で規律を守るための軍法会議の必要性を強調すると、東京新聞などから「平和憲法に真っ向背反」と批判を浴びた。米軍は有事における敵前逃亡を重く罰しており、最高刑は死刑だ。これに対し、自衛隊法に基づく刑罰は「懲役７年以下」。防衛出動時の命令拒否や命令系統を逸脱した指揮権行使も同様に７年以下の懲役・禁錮となっている。
　軍法会議に伴う軍刑法に関しても、自衛隊は軍事組織としての国際基準からかけ離れている。
　２０年７月、青森県尻屋崎沖の太平洋を航行中の護衛艦「さわゆき」で海士長が艦内で布に放火し、床や天井を焼いた事件があった。海士長は警務隊に逮捕され、検察は艦船損壊罪で起訴したが、同罪の最高刑は懲役５年だ。旧海軍刑法なら最高刑は死刑だった。
　政府内には自衛官に対して厳罰を科すことに慎重論が根強い。現行の自衛隊はあくまで行政組織であり、量刑に関しても他の国家公務員との間で公平性が確保されなければならない－といった見解が主流となっているからだ。
　石破はこうした見方に対して「すっごい反発食うことを分かった上で言ってるんだけど…」と断りつつ、こう反論する。「みんな死にたくない。だから『自衛官辞めます』とみんなが言い始めたらどうするのか」
×　×　×　
　軍法会議と軍刑法の不在は、自衛隊の海外派遣に際して問題を引き起こす原因にもなる。
　「どうすれば地元住民の反発を受けなくて済ませられるのか」
　平成４年９月に自衛隊部隊がカンボジアでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に送り出された直後、外務省内では激しい議論が交わされていた。隊員が現地で交通事故を起こし、カンボジア市民が死亡したのだ。
　自衛隊部隊は国連を通じてカンボジア政府と地位協定を結んでおり、自衛官が罪を犯してもカンボジアでの裁判を免除されていた。一方、日本の国内法では道交法などの過失犯の国外犯規定がなく、日本の裁判所でも裁くことができない。当時の議論に加わった一人は「そういう事態が起こることは想定していてしかるべきなのに、事故が起きるまで何も準備していなかった」と明かす。
　政府が出した結論は、カンボジア国内で位が高いとされる僧侶を呼び、盛大な葬儀を開くことで日本としての謝罪の意を表すことだった。自衛官は罪に問われることがなくても、懲戒処分を受ける。ただ、カンボジアでは自衛隊員による死亡事故が３件発生したが、処分内容は注意や減給にとどまった。
　在日米軍の場合も、公務中の米軍人が犯した犯罪の裁判管轄権は米側にある。日本と異なるのは、米軍には軍法会議があり、自衛隊員のように無罪放免とならない点だ。
　政府高官は「日本と同じことを米軍が沖縄でやれば反米感情の高まりは想像を絶する。これはなお未解決の問題だ」と指摘する。米軍の軍法会議が身内に甘いとの批判は米国内にもあるが、過失犯を罰することができない自衛隊とは比較にならない。
　では、なぜそのまま放置され続けてきたのか。政府高官は「そんなことを言い出したら自衛隊から嫌われてしまう。実際に自衛隊が現地世論から厳しい批判を浴びるような事態にならなければ物事は動かないのではないか」と語る。
×　×　×　
　軍法会議の不在は、規律や国の体面を損ないかねないだけでなく、機密保全の面からも問題をはらむ。
　「これが表になったら困る」
　１９年春ごろ、日米関係筋が在日米大使館を訪れると、米側担当者からこう告げられたという。
　同年１月、海上自衛隊第１護衛隊群所属の男性２等海曹（当時）が、自宅に持ち出した記録の中にイージス艦に関する情報が含まれていたことが、神奈川県警の調べで発覚していた。イージスシステムは米軍が開発し、日本に技術協力した最新鋭システムだ。
　米側担当者が「困る」と伝えたのは、これが事件化することで情報が表に出ることだった。日本は憲法７６条２項で特別裁判所の設置が禁じられており、米軍のように機密管理が徹底した軍法会議が設置されていない。
　公開が義務付けられている一般裁判所で審理が進めば、機密中の機密であるイージスシステムの情報が公開されるかもしれない。これが米側担当者の懸念だった。
　しかし、この事件は１９年１２月、特別防衛秘密であるイージス艦情報を権限がない隊員に漏らしたとして、神奈川県警が海自横須賀基地業務隊の３等海佐（当時）を逮捕した。起訴後に最高裁まで持ち込まれ、懲役２年６月、執行猶予４年とした１、２審判決が確定した。
　実は、一般裁判所であっても機密を守る仕組みは整備されている。政府が特別防衛秘密などに指定した事実をもって「外形立証」が成立し、機密の内容は公開しなくてもいいとの判例が昭和４４年３月の東京高裁判決で確立している。
　とはいえ、制度が整っていることと、現場での実態は異なる。
　政府資料によると、平成１２年からの１０年間で自衛官ら公務員による主な情報漏洩事件７件のうち逮捕された容疑者が起訴されたのはイージス艦機密漏洩事件を含む２件だった。残りは起訴猶予や不起訴となっている。捜査関係者は「有罪を勝ち取ろうとすると、いろいろ細かい情報を法廷に開示しなくてはならない。機密漏洩事件が起訴しにくいのは、それへの配慮もある」と語る。（敬称略）
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【産経・ＦＮＮ合同世論調査】内閣支持率４３・８％、４カ月ぶり上昇　不支持率は４９％　自民３３％に回復、民進微減７％

官邸に入る安倍晋三首相＝首相官邸（斎藤良雄撮影） 
　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）は１９、２０両日に合同世論調査を実施した。安倍晋三内閣の支持率は４３・８％、不支持率は４９・０％だった。平成２４年１２月の第２次内閣発足後最悪を記録した前回調査（７月２２、２３両日）と比べ、支持は９・１ポイント上昇、不支持は７・１ポイント下落した。
　一方、政党支持率では、自民党が３３・０％で前回から３・９ポイント回復、民進党は６・９ポイントで０・１ポイント下落した。前回４番手だった共産党は０・７ポイント減の３・９％だったものの、公明党が前回の５・３％から３・１％に減らし、両党の順位が逆転した。日本維新の会は２・９％だった。
　内閣支持率の上昇は４カ月ぶりとなった。安倍首相が３日に断行した内閣改造に一定の効果がみられ、支持率の下落に歯止めがかかったもようだ。
　ただ、２カ月連続で不支持が支持を上回り、支持率下落の要因とされた学校法人「加計（かけ）学園」（岡山市）の獣医学部新設計画をめぐる対応や、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報問題などがなお影響しているとみられる。
　第３次安倍第３次改造内閣ついて「評価する」は４２・９％、「評価しない」は４７・４％だった。一方で、安倍首相が野田聖子総務相ら自身と距離を置く勢力からも入閣させたことに対して６２・８％が「評価する」と回答した。
　米領グアム沖への弾道ミサイル発射計画を公表するなど北朝鮮の挑発行為が続いていることに関連し、米国と北朝鮮との軍事衝突の可能性を懸念していると回答したのが７８・２％に達した。北朝鮮の核・ミサイル開発が外交交渉で解決すると期待できるかどうかについても、「思わない」が５８・４％で、「思う」の３６・６％を大きく上回った。
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【産経・ＦＮＮ合同世論調査】続く安倍内閣支持率「男高女低」　男性は支持４８・３％、不支持４６・１％を上回る
　１９、２０両日に実施した産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）の合同世論調査で安倍晋三内閣の支持率を分析すると、男性の支持は４８・３％となり、不支持の４６・１％をわずかに上回った。女性は前回７月の調査よりは上昇し、一部の年代でみられた３０％未満の「危険水域」を脱したが、支持は３９・５％、不支持は５１・７％と１２・２ポイントも差がついた。安倍内閣の「男高女低」の傾向は続いている。
　安倍内閣の支持率は「若高老低」も特徴だ。男性では１０、２０代が５６・９％で、前回も支持が不支持を超えていた３０代は５３・３％に達した。女性も１０、２０代は支持が不支持を上回った。
　一方、男性は４０代以上がすべて不支持が支持を上回り、女性も１０、２０代を除くすべての年代層で不支持が上回った。ただ女性では、６０代以上の支持が４２・５％と、１０、２０代に次ぐ高い数字になった。
　支持政党別では、自民党支持層は８５・５％が支持した。公明党は、前回は支持が４１・５％で不支持を下回ったが、今回は４８・４％で不支持の４１・９％を上回った。日本維新の会は前回の５０・０％から３７・９％と１２・１ポイントも下落した。
広告
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【産経・ＦＮＮ合同世論調査】野田聖子総務相、河野太郎外相に高い期待　「ポスト安倍」は成果次第？　

世論調査で高い期待値が示された野田聖子総務相（古厩正樹撮影） 
　産経新聞社・ＦＮＮの合同世論調査では、今回の内閣改造で入閣した野田聖子総務相と河野太郎外相に対し、６０％を超える高い期待値が示された。野田氏に「期待する」は６４・６％、河野氏に「期待する」は６４・９％に達し、いずれも「期待しない」を大幅に上回った。
　野田氏は男性（５９・３％）よりも女性（６９・６％）からの期待が高い。年代別では男女ともに１０代、２０代の期待が最低で、若年層の支持が弱い傾向がうかがえた。河野氏は男女とも６０代以上で「期待する」が７割を超え、年代別も女性の１０代、２０代を除く全世代で期待が半数を超えた。
　「次の首相に誰がふさわしいか」との質問では野田氏が４・７％、河野氏は３・３％で、首位の石破茂元地方創生担当相（２３・０％）に及ばない。今後、「ポスト安倍」に名乗りを上げるには、実績づくりが課題となりそうだ。
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【産経・ＦＮＮ合同世論調査】「小池新党」期待４８・１％　既成政党の不満の受け皿に

小池百合子東京都知事 
　産経新聞社・ＦＮＮ合同世論調査では、自民党を離党した若狭勝衆院議員が東京都の小池百合子知事と連携して新党結成を目指していることに関し、新党に期待するとの回答は４８・１％、国政選挙で新党に投票すると答えたのは３５・６％に上った。小池知事の支持率も７３・６％と高水準だった。新党が既存政党に対する不満の受け皿となる可能性が高い。
　新党については、自民党支持層の３７・３％、民進党の５３・６％が新党への期待を示した。投票するとの回答は、自民党では２２・４％と、４分の１近くが新党に流れる計算だ。民進党だと３７・７％になり、実に４割近くが同党に投票しないと答えたのに等しい。
　小池知事の支持は、男性が６８・０％なのに対し、女性は７８・９％に達した。安倍晋三首相とは逆に、女性の支持が高いことが特徴となっている。
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【産経・ＦＮＮ合同世論調査】民進党の政権政党として期待せず８０・７％

民進党代表選の記者会見を終え、笑顔を見せる枝野幸男元官房長官（左）と前原誠司元外相＝２１日午後、東京・永田町の党本部 
　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）が１９、２０両日に行った合同世論調査で、２１日に代表選が告示された民進党が政権交代可能な政党になると思うかどうかとの質問では、「思わない」が８０・７％に上った。「思う」は１４・８％にとどまった。立候補した前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官のうち前原氏が代表にふさわしいとしたのは４０・４％、枝野氏は３７・８％だった。
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【産経・ＦＮＮ合同世論調査】主な質問と回答
【問】安倍晋三内閣を支持するか
支持する４３．８（３４．７）　支持しない４９．０（５６．１）　他７．２（９．２）
【問】どの政党を支持するか
自民党３３．０（２９．１）　　民進党６．９（７．０）　公明党３．１（５．３）
共産党３．９（４．６）　　日本維新の会２．９（３．２）
自由党１．０（０．８）　　社民党０．８（１．３）　　
日本のこころ０．２（０．２）　　その他の政党３．２（２．０）　　
支持する政党はない４４．６（４５．７）　　他０．４（０．８）
【問】安倍政権で次に挙げるものを評価するか
《首相の人柄》
評価する４９．１（４５．６）　評価しない４５．２（４８．４）　他５．７（６．０）
《首相の指導力》
評価する４２．５（４０．３）　評価しない５１．７（５４．２）　他５．８（５．５）
《景気・経済対策》
評価する３７．６（３５．４）　評価しない５３．１（５５．３）　他９．３（９．３）
《社会保障政策》
評価する３０．６（２８．５）　評価しない５９．４（６１．２）　他１０．０（１０．３）
《外交・安全保障政策》
評価する４８．１（４４．１）　評価しない４３．２（４５．７）　他８．７（１０．２）
【問】３日に行われた内閣改造に関して
《改造内閣を評価するか》
評価する４２．９　評価しない４７．４　他９．７
《野田聖子総務相兼女性活躍担当相に期待するか》
期待する６４．６　期待しない３２．０　他３．４
《河野太郎外相に期待するか》
期待する６４．９　期待しない２７．５　他７．６
《菅義偉官房長官や麻生太郎副総理兼財務相ら内閣の骨格を維持したことを評価するか》
評価する４９．４　評価しない４４．６　他６．０
《安倍首相が距離を置いてきた議員を入閣させたことを評価するか》
評価する６２．８　評価しない３１．５　他５．７
《江崎鉄磨沖縄北方担当相の「答弁で立ち往生するより、役所の原稿を朗読する」発言は適切だと思うか》
思う１２．４　思わない８１．６　他６．０
【問】今回の改造内閣が最優先して取り組むべき課題は何か
景気や雇用など経済政策２２．４　　憲法改正４．２　　
年金・医療・介護２３．０　　子育て・少子化対策１２．７　　
外交・安全保障１９．６　　地域活性化３．３　　拉致問題の解決２．５
原発などエネルギー政策４．７　　財政再建６．１　　他１．５
【問】次の首相に誰がふさわしいか
麻生太郎氏４．５　安倍晋三氏２２．６　石破茂氏２３．０　岸田文雄氏９．２
小泉進次郎氏１０．８　河野太郎氏３．３　野田聖子氏４．７
その他の自民党所属国会議員２．１
自民党にふさわしい人はいない１７．５　他２．３
【問】次期衆院選はいつがよいか
年内１８．６　来年早々１３．３　来年夏ごろまでに１４．６
来年末の任期満了かそれに近い時期４９．９　他３．６
【問】民進党代表選に関して
《どちらがより民進党代表にふさわしいか》
枝野幸男氏３７．８　前原誠司氏４０．４　他２１．８
《民進党が将来、政権交代可能な政党になると思うか》
思う１４．８　思わない８０．７　他４．５
《民進党が政権交代可能な政党となるために、共産党との共闘関係はプラスになるか》
プラスになる３０．７　マイナスになる５９．１　他１０．２
【問】「加計学園」の獣医学部新設をめぐる問題や、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報をめぐる問題に関して
《加計問題は秋の臨時国会でも議論すべきだと思うか》
思う５０．６　思わない４７．２　他２．２
《日報問題は秋の臨時国会でも議論すべきだと思うか》
思う５６．６　思わない３９．０　他４．４
《日報問題で辞任した稲田朋美元防衛相を国会に呼んで説明を求める必要があると思うか》
思う５４．１　思わない４３．８　他２．１
【問】小池百合子東京都知事と連携する若狭勝衆院議員が目指す国政新党の設立に関して
《小池知事を支持するか》
支持する７３．６（６８．９）　支持しない１９．８（２２．１）　他６．６（９．０）
《若狭氏が設立を目指す国政新党に期待するか》
期待する４８．１　期待しない４４．１　他７．８
《国政新党が設立された場合、選挙で投票するか》
投票する３５．６　投票しない４８．１　他１６．３
【問】米領グアム沖への弾道ミサイル発射計画を公表した北朝鮮に関して
《米国と北朝鮮が軍事衝突する可能性を懸念しているか》
懸念している７８．２　懸念していない２０．１　他１．７
《北朝鮮の核・ミサイル開発は、外交交渉での解決が期待できると思うか》
思う３６．６　思わない５８．４　他５．０
（注）数字は％。カッコ内の数字は７月２２、２３両日の前回調査結果。「他」は「わからない」「言えない」など。
◇
■世論調査の方法
　調査エリアごとの性別・年齢構成に合わせ、電話番号を無作為に発生させるＲＤＤ（ランダム・デジット・ダイヤリング）方式で電話をかけ、算出した回答数が得られるまで調査を行った。調査対象は全国の１８歳以上の男女１０００人
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【安倍政権考】内閣支持率に直撃した広報姿勢　「１強」政権となり欠けていた危機管理意識

菅義偉官房長官の記者会見での一挙手一投足は安倍政権支持の動向にも影響を及ぼす＝８月９日、首相官邸（斎藤良雄撮影） 
　強ければ強いときほど、不測の事態に対する守りを強くしなければいけない。自然災害への備えを言っているのではない。安倍晋三政権のリスク管理のことだ。自然災害などへの危機管理は万全の態勢で臨んでいるが、メディア対応を含む危機管理広報の備えは十分とはいえず、内閣支持率にも反映している。内閣改造後は回復したものの、低迷している。
　特に政府の顔であるスポークスマン、菅義偉官房長官は、学校法人「加計学園」問題をめぐる記者会見での対応が、世論の反発を招くとは想定していなかったのではないか。
　メディア対応を含む組織のリスクコミュニケーションに関する専門家は政府の対応をどうみるか。コンサルティング会社「アーサメジャープロ」の熊澤啓三社長は「官邸の内情を知らないのでコメントしづらい」と断った上で「初動にミスがあったのではないか」と指摘。「最初に高飛車に突っぱねたことの影響が大きかった。この程度で十分乗り切れるという脇の甘い対応を取ったので、結果的に後手に回ってしまったように見える」と話す。
　例えば、菅氏の「怪文書」発言だ。首相の友人が理事長を務める加計学園の大学獣医学部新設をめぐって、内閣府審議官（当時）が文部科学省側に「総理の意向」などと伝えたとする文書について、菅氏は５月１７日午前の記者会見で「文書の作成日時だとか作成部局だとか明確になっていない」などと述べ、文書の存在を一蹴した。同日午後の会見では「怪文書のような文書」と発言した。
　菅氏の発言は、同日付の朝日新聞朝刊の報道に関する質問への答えだったが、無理もなかった。菅氏の手元には朝日が報じた文書とは異なる書式で書かれたものが複数あったからだ。
　翌日付の朝刊で、朝日は文書の作成日時と出席者を報じた。それでも菅氏は発言を変えなかった。首相の意向や指示があったとは今も立証されていない。しかし、「怪文書」発言や、発言を変えない菅氏の様子をテレビは繰り返し放送した。答弁の安定ぶりが売りだった菅氏は「本当のことを言わない、不都合なことは話さない」との印象を植え付けられてしまった。
　「記者会見は国民が政府からの情報を得る一つのルート」と熊澤氏は記者会見の重要性を強調する。官房長官は記者会見を通じて世間目線で事実を偏ることなく正しく伝える役割を担う。熊澤氏は「国民が菅氏の記者会見の様子を見たときに、嘘はついていないが重要な事実を意図的に伝えていない、または一部では嘘をついていると見えたのではないか」と話す。
　学校法人「森友学園」をめぐる問題や南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報問題にしても、政権の対応と事態の展開が似た経過をたどった。
　不祥事や事件・事故が明らかになった組織が絶対にやってはいけないことは、自己中心的な目線だけで対応シナリオを描くことと、最悪のシナリオを前提とせず対応や説明が後手後手に回ること。熊澤氏は「一連の問題で政権はそのパターンに陥ってしまったのではないか」と指摘する。
　安倍政権は内閣支持率が下落する最近まで「１強」と言われていた。だからこそ政策推進力があり、安倍首相は国際社会で頼られるリーダーになった。「１強」は評価されるべきことだが、菅氏も認めるように「至らぬ点、おごりが出てきている」との側面もあったことは否めない。「５年前、私たちが政権を奪還したときのあの原点にもう一度立ち返り、謙虚に丁寧に国民の負託に応えるために全力を尽くす」との首相発言を政権にいる全員がかみしめる必要がある。
　もはや安倍政権打倒の狙いを隠そうともしないメディアに公平性や真実性を求めるのは無理がある。それでも政権は事実を伝え続けなければいけない。たとえ自分たちに不都合であっても。その覚悟を持つことも政権に不可欠な危機管理ではないか。（政治部　田北真樹子）
◇
　安倍政権の内閣支持率　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）の合同世論調査によると、安倍晋三政権の内閣支持率は東京都議選後の７月の調査で３４・７％（前回の６月比１２・９ポイント減）に急落した。共同通信も７月調査は６月比９・１ポイント減の３５・８％、ＮＨＫは同１３ポイント減の３５％と低迷。内閣改造後の８月調査は共同が４４・４％、ＮＨＫ３９％と回復したが、依然低水準にある。
産経新聞2017.8.21 22:32更新 
【産経・ＦＮＮ合同世論調査】内閣支持率回復基調も懸案は日報問題と北朝鮮　政権運営なお厳しく
　安倍晋三内閣の支持率が各社世論調査で上昇に転じ、回復基調にある。首相はこの勢いを維持して９月召集予定の臨時国会に臨みたいところだが、支持率急落の引き金となった南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報をめぐる問題などが依然くすぶる。緊迫の度合いが高まる北朝鮮情勢への対応も欠かせず、首相は引き続き厳しい政権運営を迫られることになる。
　「回復傾向が続くのかどうか。世論調査の結果に一喜一憂せず、信頼回復に向けて努力を続け、今後の動きがどうなっていくのかを見てみなければならない」

南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報問題をめぐる参院外交防衛委員会の閉会中審査に臨む小野寺五典防衛相（手前）と河野太郎外相＝１０日午後、国会・参院第３４委員会室（斎藤良雄撮影） 
　産経新聞社とＦＮＮの合同世論調査で内閣支持率が上昇したことについて自民党の岸田文雄政調会長は２１日、茨城県那珂市で記者団にこう語った。岸田氏が慎重な言い回しに終始したのも当然だろう。政府・与党は３日の内閣改造・自民党役員人事を終えた後、夏休みに入り、新たな陣容の力量はまだ試されていないからだ。
　２０％台に陥った調査もあった内閣支持率が回復基調にあるのは間違いない。ただ、過去１０年の内閣改造前後の支持率をみると、一時的に回復した場合でも程なく退陣に至った例は多い。
　安倍内閣の当面の支持率の行方を決めるのは、臨時国会での対応となりそうだ。合同世論調査によると、学校法人「加計学園」の問題について「臨時国会でも議論すべきだと思う」は５０・６％で、「思わない」の４７・２％と拮（きっ）抗（こう）した。一方、日報問題は５６・６％が議論すべきだと回答。５４・１％が日報問題で引責辞任した稲田朋美元防衛相が国会で説明する必要があると答えた。
　加計問題は通常国会後の閉会中審査でも進展がなかったが、日報問題は稲田氏による国会での説明が行われていない。このままでは野党が首相の「身内びいき」批判を再燃させる可能性が高い。首相は国民の生命と安全に直結する北朝鮮情勢への対応に集中したいところだが、自衛隊のミサイル防衛強化に向けた態勢作りにも国民の高い支持が欠かせず、気の抜けない局面は当面続きそうだ。（田北真樹子）
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